[bookmark: _e05n6bbj7rc2]アパート共用部清掃契約書

賃貸住宅の所有者又は管理者　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、清掃業者　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が管理するアパートその他の共同住宅における共用部分の清掃業務について、次のとおりアパート共用部清掃契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _f7npe2rny6xf]第1条（目的）
本契約は、甲が管理するアパートの共用部分について、乙が定期的又は継続的に清掃業務を実施するにあたり、業務内容、作業範囲、実施方法、委託料、報告方法その他必要な事項を定め、建物の衛生、美観及び良好な住環境を維持することを目的とする。

[bookmark: _mw3g23g2b5bm]第2条（対象物件）
本契約の対象となる物件は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	物件名
	

	所在地
	

	建物種別
	□ アパート　□ マンション　□ その他（　　　　　　）

	建物構造
	□ 木造　□ 鉄骨造　□ RC造　□ その他（　　　　　　）

	階数
	地上　　　　階

	戸数
	戸

	その他
	



[bookmark: _b4ykaek7xnky]第3条（委託業務）
1. 甲は乙に対し、前条に定める対象物件の共用部分における清掃業務（以下「本業務」という。）を委託し、乙はこれを受託する。
2. 本業務の具体的な内容は、次のとおりとする。
	清掃箇所
	主な作業内容

	共用廊下
	掃き掃除、拭き掃除、ゴミ・落ち葉等の除去

	共用階段
	掃き掃除、手すり等の拭き掃除

	エントランス
	床面清掃、扉・ガラス等の簡易清掃

	集合ポスト周辺
	ゴミ・チラシ等の除去、簡易清掃

	ゴミ置場
	散乱ゴミの整理、床面等の簡易清掃

	駐輪場
	ゴミ・落ち葉等の除去

	建物周辺
	ゴミ・落ち葉等の拾い掃除

	その他
	


3. 前項に記載のない清掃作業については、甲乙協議のうえ、必要に応じて別途書面又は電磁的方法により定めるものとする。

[bookmark: _60knfh55ohp3]第4条（業務対象外）
次の各号に掲げる作業は、本契約に明示的な定めがある場合を除き、本業務には含まれないものとする。
1. 入居者の専有部分の清掃
2. 室内クリーニング又は退去後清掃
3. 高所作業車、足場その他特殊設備を必要とする高所清掃
4. 外壁洗浄その他専門的な設備を必要とする作業
5. 害虫、害獣等の駆除
6. 粗大ゴミ、家電製品その他通常の清掃作業では処理できない物品の搬出又は処分
7. 血液、排泄物、注射針その他衛生上又は安全上特別な措置を必要とする汚染物の処理
8. 植栽の剪定その他造園作業
9. 設備の修理、交換又は保守点検
10. その他、通常の共用部清掃の範囲を超える作業

[bookmark: _943vebkw2hhd]第5条（清掃実施日及び頻度）
本業務の実施条件は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	清掃頻度
	□ 週1回　□ 週2回　□ 月2回　□ 月1回　□ その他（　　　　　　）

	実施曜日
	□ 月　□ 火　□ 水　□ 木　□ 金　□ 土　□ 日　□ 指定なし

	実施時間帯
	時頃 ～ 　　　　時頃

	契約開始日
	年　　　月　　　日

	その他
	


2. 天候、祝日、建物の利用状況、交通事情その他やむを得ない事情により予定日に本業務を実施することが困難な場合、乙は合理的な範囲で実施日を変更することができる。
3. 甲が臨時に清掃日の変更を希望する場合は、乙と協議のうえ変更するものとする。

[bookmark: _o67zziepz2ym]第6条（清掃方法）
1. 乙は、対象物件の材質、設備及び利用状況に配慮し、通常求められる適切な方法により本業務を実施する。
2. 乙は、床材、壁材、金属、ガラスその他の建材に使用する洗剤、薬剤又は清掃器具について、対象部分を著しく損傷することのないよう合理的な注意を払うものとする。
3. 甲から清掃方法、使用薬剤その他について特別な指定がある場合は、甲乙協議のうえ、その内容を定めるものとする。

[bookmark: _9prdxhfzl52a]第7条（清掃用具及び消耗品）
1. 本業務に通常必要となる清掃用具及び洗剤は、原則として乙が準備する。
2. ゴミ袋、専用洗剤、交換用消耗品その他対象物件固有の物品については、甲乙協議のうえ、その準備及び費用負担を定めるものとする。
3. 水道及び電気を本業務に使用する必要がある場合、甲は、合理的な範囲で乙による使用を認めるものとし、その費用は別段の合意がない限り甲の負担とする。

[bookmark: _odxz05b6suc9]第8条（廃棄物等の取扱い）
1. 本業務により回収した通常のゴミ、落ち葉その他軽微な廃棄物は、甲が指定する方法及び場所に従って処理するものとする。
2. 粗大ゴミ、不法投棄物その他通常の方法では処理できない物品を乙が発見した場合、乙は甲に報告し、その処理方法について甲の指示を受けるものとする。
3. 前項の物品の撤去、運搬又は処分に追加費用が発生する場合は、甲乙協議のうえ別途定めるものとする。

[bookmark: _zvayava2grg]第9条（異常等の報告）
乙は、本業務の実施中に次の各号に掲げる事項を発見した場合、可能な範囲で甲に報告するものとする。
1. 共用灯の故障又は不点灯
2. 水漏れその他設備の異常
3. ガラス、扉、手すりその他共用設備の破損
4. 不法投棄又は大量の放置物
5. 共用部分の著しい汚損
6. 建物の安全又は衛生に影響するおそれのある状況
7. その他甲への報告が必要であると乙が合理的に判断した事項
ただし、乙は、本契約に基づき建物又は設備について専門的な点検、診断又は監視を行う義務を負うものではない。

[bookmark: _aisfjahl15z9]第10条（作業報告）
1. 乙は、甲から求められた場合、本業務の実施後、作業日、作業内容その他甲乙間で定めた事項について報告するものとする。
2. 作業報告の方法は、次のいずれかによるものとする。
□ 書面
□ 電子メール
□ チャット・管理アプリ等
□ 写真付き報告
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
3. 写真による報告を行う場合、乙は、入居者その他第三者のプライバシーに配慮して撮影するものとする。

[bookmark: _vgcrobx3n0u8]第11条（委託料）
本業務の委託料及び支払条件は、次のとおりとする。
	項目
	金額・条件

	委託料
	月額 金　　　　　　　　　円（税込）

	臨時清掃料金
	金　　　　　　　　　円（税込）／回

	締日
	毎月　　　　日

	支払期限
	□ 当月末　□ 翌月末　□ その他（　　　　　　）

	支払方法
	□ 銀行振込　□ 口座振替　□ その他（　　　　　　）

	振込手数料
	□ 甲負担　□ 乙負担

	その他
	



[bookmark: _uo57iplu7q8j]第12条（追加作業）
1. 甲が本契約に定める範囲を超える清掃その他の作業を乙に依頼する場合、乙は、作業内容、料金及び実施日等を甲に提示し、甲の承諾を得たうえで実施するものとする。
2. 緊急その他やむを得ない事情がある場合を除き、乙は、甲の承諾なく追加料金が発生する作業を実施しないものとする。

[bookmark: _31ngc6vy7wxi]第13条（甲の協力義務）
甲は、乙が本業務を円滑かつ安全に実施できるよう、次の事項について合理的な範囲で協力するものとする。
1. 本業務に必要な共用部分への立入りを認めること
2. オートロック、門扉その他の解錠方法を必要に応じて乙に提供すること
3. 危険箇所、立入制限箇所その他作業上注意すべき事項を事前に乙へ通知すること
4. 清掃作業に必要な水道、電気その他の設備を利用可能な状態にすること
5. その他本業務の実施に合理的に必要となる事項

[bookmark: _422qexmwqo7g]第14条（鍵等の管理）
1. 甲が乙に鍵、カードキー、暗証番号その他対象物件への立入りに必要な情報又は物品（以下「鍵等」という。）を貸与する場合、乙は善良な管理者の注意をもってこれを管理する。
2. 乙は、本業務の遂行に必要な範囲を超えて鍵等を使用し、又は第三者に使用させてはならない。
3. 乙は、鍵等の紛失、盗難又は漏えいが発生した場合、速やかに甲へ報告するものとする。
4. 本契約が終了した場合、乙は甲の指示に従い、貸与された鍵等を速やかに返還するものとする。

[bookmark: _aj9h2anopqyl]第15条（入居者等への配慮）
1. 乙は、本業務の実施に際し、対象物件の入居者、来訪者及び近隣住民の通行及び生活に著しい支障を生じさせないよう合理的な配慮を行うものとする。
2. 乙は、清掃用具、洗剤、電源コードその他の物品を通路等に放置し、通常の通行に危険を生じさせないよう注意するものとする。
3. 清掃直後の床面等に滑りやすい状態が生じる場合、乙は必要に応じて注意表示その他合理的な安全措置を講じるものとする。

[bookmark: _8vlaxitqba0m]第16条（個人情報及びプライバシーへの配慮）
1. 乙は、本業務の遂行に伴い知り得た入居者その他第三者の個人情報を、本業務の遂行以外の目的に利用してはならない。
2. 乙は、郵便受け、宅配物、掲示物その他本業務の実施中に知り得た入居者の生活に関する情報を、正当な理由なく第三者に開示又は漏えいしてはならない。
3. 本条の義務は、本契約終了後も存続するものとする。

[bookmark: _z020m34dh6rf]第17条（再委託）
1. 乙は、本業務の全部又は一部を第三者に再委託する場合、甲乙間で別段の定めがある場合を除き、あらかじめ甲の承諾を得るものとする。
2. 乙は、再委託先に対し、本契約に基づき乙が負う義務と同等の義務を遵守させるものとする。
3. 乙は、再委託先による本業務の遂行について、自己が本業務を行った場合と同様の責任を負うものとする。

[bookmark: _7rb3dvnh5708]第18条（事故及び損害への対応）
1. 乙は、本業務の遂行に際して事故又は物損等が発生した場合、必要な応急措置を講じるとともに、速やかに甲へ報告するものとする。
2. 乙の責めに帰すべき事由により、甲又は第三者に損害を与えた場合、乙は、その責任の範囲に応じて当該損害を賠償するものとする。
3. 建物又は設備の経年劣化、通常の清掃作業では発見することが困難な瑕疵、第三者の行為その他乙の責めに帰することのできない事由により生じた損害については、乙は責任を負わない。

[bookmark: _ow7pm4901zbe]第19条（業務実施が困難な場合）
1. 台風、大雨、大雪、地震その他の天災地変、感染症の流行、交通機関の障害その他乙の合理的な支配を超える事由により本業務の実施が困難となった場合、乙は本業務の全部又は一部を延期することができる。
2. 前項の場合、甲乙は必要に応じて代替日その他の対応について協議するものとする。
3. 作業場所に重大な危険があり、乙又はその従業員等の安全を確保できないと合理的に判断される場合、乙は安全が確保されるまで当該作業を中止することができる。

[bookmark: _jw1yh4u3mmkq]第20条（契約期間）
1. 本契約の有効期間は、　　　　年　　　月　　　日から　　　　年　　　月　　　日までとする。
2. 契約期間満了日の1か月前までに甲又は乙のいずれからも書面又は電磁的方法による更新拒絶の意思表示がない場合、本契約は同一条件でさらに1年間更新されるものとし、以後も同様とする。

[bookmark: _p7jnlu6pixp0]第21条（中途解約）
甲又は乙は、相手方に対し1か月前までに書面又は電磁的方法により通知することにより、本契約を中途解約することができる。ただし、甲乙間で別途解約予告期間を定めた場合は、その定めに従うものとする。

[bookmark: _std419h95237]第22条（契約解除）
甲又は乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当した場合、相当の期間を定めて是正を催告し、当該期間内に是正されないときは、本契約の全部又は一部を解除することができる。ただし、その違反が重大であり是正が困難な場合は、催告を要しないものとする。
1. 本契約に違反したとき
2. 委託料その他の支払を正当な理由なく遅滞したとき
3. 本業務の遂行を正当な理由なく継続して怠ったとき
4. 相手方との信頼関係を著しく損なう行為があったとき
5. 支払停止、破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する申立てがあったとき
6. その他本契約を継続することが困難となる重大な事由が生じたとき

[bookmark: _khknbrfb3ues]第23条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自ら並びにその役員等が、暴力団、暴力団員その他これらに準ずる反社会的勢力に該当せず、かつ、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していないことを表明し、保証する。
2. 甲又は乙は、相手方が前項に違反した場合、何らの催告を要することなく本契約を解除することができる。

[bookmark: _rtdj167adpeu]第24条（秘密保持）
1. 甲及び乙は、本契約又は本業務の遂行に伴い知り得た相手方の営業上、管理上その他業務上の非公知の情報を、相手方の事前の承諾なく第三者に開示又は漏えいしてはならない。
2. 法令又は裁判所、行政機関その他公的機関の命令等により開示が必要となる場合は、必要な範囲で当該情報を開示することができる。
3. 本条の義務は、本契約終了後も存続するものとする。

[bookmark: _azy1zvq2974e]第25条（権利義務の譲渡禁止）
甲及び乙は、相手方の事前の書面による承諾なく、本契約上の地位又は本契約から生じる権利若しくは義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。

[bookmark: _ik49clvg08t3]第26条（契約内容の変更）
本契約の内容を変更する場合は、甲乙協議のうえ、書面又は電磁的方法により合意するものとする。

[bookmark: _bot660ox0ax6]第27条（協議事項）
本契約に定めのない事項又は本契約の各条項の解釈について疑義が生じた場合、甲乙は誠意をもって協議し、その解決を図るものとする。

[bookmark: _iwx3i4ivv2pw]第28条（準拠法及び合意管轄）
1. 本契約は、日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとする。
2. 本契約に関して訴訟の必要が生じた場合、甲乙協議のうえ定める　　　　　　　　　地方裁判所又は　　　　　　　　　簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

以上、本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙署名又は記名押印のうえ、各1通を保有する。なお、電磁的方法により本契約を締結する場合は、本契約の電磁的記録を作成し、甲乙が電子署名その他合意した方法により締結し、それぞれ当該電磁的記録を保管する。





　　　　年　　　月　　　日

甲（委託者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名・氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（受託者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：　　

